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研究成果の概要（和文）： リンゴ産業におけるクラブ制の実践について主にアメリカとニュージーランドの導
入を分析してきた。とくに公的機関によって育成した新品種ケースに注目してクラブ制の適用範囲や、運営主
体、ロイヤリティなどについて調査していた。
　また日本国内における農産物知財マネジメント、とくにりんご品種の育成者権と商標権という二つの知財の保
護活用の実態を分析し、公的機関によって育成した品種が直面している課題を明らかにした。

研究成果の概要（英文）：　I have mainly analyzed the introduction of club system practices in the 
apple industry in the United States and New Zealand. He paid particular attention to cases of new 
varieties bred by public institutions, investigating the scope of application of the club system, 
management bodies, royalties, etc.
　I also analyzed the current status of plant intellectual property management in Japan, 
particularly the protection and utilization of two types of intellectual property: breeder's rights 
and trademark rights for apple varieties, and clarified the issues faced by varieties bred by public
 institutions.

研究分野： 農業経営

キーワード： 農産物知財　クラブ制　育成者権　ライセンスビジネス　りんご産業

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　リンゴ新品種のクラブ制の導入は農産物知財マネジメントをリードしてきた。リンゴ産業における品種経営に
関する本研究は知財マネジメントの進化に寄与するものである。
　また日本は農産物新品種の育成に大きな成果を残してきたが、その保護活用にあまり力を入れてこなかった。
この研究は農産物知財マネジメントの持つ意味とその課題を明らかにすることによって農業現場に品種経営の機
運を高めることが期待される。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 

日本で開発された新品種の海外流出がよくマスコミに取り上げられ、大きな問題になってい

る。一方、「種苗法」が改正され、育成者権の強化が図られているものの、農業の現場では、知

財の保護・活用意識がまだ低く、その取り組みはあまり見られない。 

いま品種開発力を生かした品種経営、つまり農業知財マネジメントの構築による農業の活性

化が求められている。日本の農業事情にあったライセンス・ビジネスモデルの導入が必要でその

際に想定される課題はいくつかある。 

・公的機関が育成した新品種の栽培許諾権を特定の人々にしか与えないことに対するアレル

ギー反応があるため、それをどのように乗り越えるのか。 

・ヒト、カネ、情報など経営資源に制約があるため、運営主体の選出とその組織の運営形態、

ライセンス相手の選定とアライアンス戦略、ライセンス料（ロイヤルティ）の設定とその配分な

どについてどのように行われるのか。 

・新品種のブランド価値の向上がクラブ制成功のカギとされるが、育成者権と商標権の組み合

わせ、商品ブランディング戦略はどのように行われるべきか。 

 これらの課題に関する先行研究はほとんどないのが現状である。品種経営をリードしてきた

ピンクレディー（りんご）の事例に関する研究論文はいくつか発表されているが、その以外のり

んご新品種の取組に関する調査研究はほとんどない。 

 

 

２．研究の目的 

育成者権の保護・活用の必要性が強調され、海外ではピンクレディー・システムのように、1990

年代末以降、品種経営（Plant Variety Management）、つまり品種の栽培許諾権とその製品商標

の利用権利を会員に限定する（ライセンスを与える）ことによって新品種の付加価値を向上させ

る事例が増えている。最初、ヨーロッパやオセアニア地域はその流れをリードしてきたが、その

後アメリカが追いつき、近年中国も追いかけてきた。日本は優良品種を輩出してきたが、それを

知財として据え、その商業化を図る取組が遅れている。 

 本研究代表者はピンクレディー・システムの革新性に注目し、その仕組みと形成のプロセスに

ついて研究してきた。本研究はこれまでの研究成果を踏まえ、海外りんごに適用されているその

他の先行事例を調べ、ライセンス条件の設定、マネジメント構築と商品ブランディング化の実際

など品種経営の全体像を明らかにするとともに、日本における新品種の保護・活用の現状及び品

種経営を導入するための課題を析出することを目的とする。 

 

 

３．研究の方法 

海外りんご産業におけるクラブ制および日本のりんご産業における育成者権の実態が本研究

の対象となっていることから、関連企業やキーパーソンに対してインタビューを行い、資料を収

集することが必要である。しかし令和 2年度～4年度に予定していた海外への事例調査がコロナ

感染症の影響を受け、実施できなかったため、もっぱら文献調査により、クラブ制を適用してい

る主要なりんご新品種のライセンス・ビジネスの情報を集めたうえで、イタリアやアメリカの関



係者に対してオンライン取材を行った。と同時に国内りんご新品種の普及の歴史と現状に関す

る文献調査と対面インタビュー調査を実施した。 

令和 2 年～令和 4 年度に実施予定の海外調査を令和 5 年度に繰り越し、まず 8 月末にクラブ

制が進んでいるアメリカのりんご産地へ行き、現地調査を行った。それに引き続き、9月の上旬

に香港で開催されるアジアフルーツロジスティカにも参加し、各クラブ制りんごのブースを訪

問し、情報を収集した。また 2024 年 1 月中国北京に行き、中国における植物新品種の保護活用

状況について現地調査を行った。そしてそれまでに集めてきた情報をデータベースにし、各国や

各種クラブ制の比較研究を進めている。 

 

 

４．研究成果 

 今回のプロジェクトは次のような研究成果に結実している。 

・「アメリカリンゴ産業におけるライセンス・ビジネス」弘前大学人文社会科学部『人文社会

科学論叢』第 10 号、2021 年 2 月、ビクター・カーペンター・今智之との共著論文。 

アメリカリンゴ産業におけるクラブ制の実践について主に海外発クラブ制のアメリカへの進

出とアメリカ国内発クラブ制の導入に分けて分析してきた。アメリカ国内発クラブ制について

は、州立大学のケースと民間のケースに注目してクラブ制の適用範囲や、運営主体、ロイヤリテ

ィなどについて調査していた。 

・INTELLECTUAL PROPERTY AND COMMERCIALIZING RED-FLESHED APPLES、弘前大学人文社会科学

部『人文社会科学論叢」第 12 号、2022 年 2 月、ビクター・カーペンターとの共著論文。   

欧米における赤果肉のりんご新品種の知財マネジメントの実態を分析している。新品種の普

及にクラブ制が有効であることを結論付けている。 

・「りんご新品種における知的財産権:世界の趨勢と日本の課題」、青森県リンゴ育種同好会育

種会報「青森県りんご産業を支えた品種と最近の品種を巡る状況」通巻 69 号、2022 年 5 月。 

諸外国のりんご新品種のクラブ制を紹介し、日本のりんご新品種の育成者権と商標権という

二つの知財の保護活用の実態を分析している。とくに公的機関によって育成した品種が直面し

ている課題を指摘している。 

 ・「植物品種における知財マネジメントの実態と課題」『弘前大学地域社会研究科年報』第 18

号、2022 年 3 月。ビクター・カーペンター・今智之との共著論文。 

 りんごを含む 5 つの事例をもとに日本の農産物知財マネジメントの取組実態と課題を明らか

にしながらその立ち遅れの原因を分析している。 

・「海外のリンゴ産業におけるクラブ制の導入」『果実日本』第 79 巻、2024 年 2 月号。 

 アメリカのリンゴ産業における育成者権の強化とその活用について、1930 年植物特許法の成

立、1970 年代新品種ロイヤリティの徴収、2000 年代以降クラブ制の導入の背景とその実態を中

心に述べている。 

 以上に加えて、いまは各国の育成者権管理機構の比較、また育成者権と商標権のライセンス・

ロイヤルティの実態について論文をまとめている。 

また学会等で研究発表を行ってきた。2022 年 2 月政策科学研究会において「植物品種におけ

る知財マネジメントの実態と課題」、2023 年 3 月にグローバル地域研究会において「植物品種マ

ネジメント－りんごを事例に」、2023 年 11 月地域未来創生センター創生塾において「りんごク

ラブ制について」、2024 年１月、中国農業科学研究院鄭州果樹研究所で開催される無性繁殖新品

種論壇で「日本におけるりんご産業の発展と品種」というタイトルで口頭発表した。 



また世界のりんごクラブ制について地元の関係者に情報を提供するために、「商組林檎日報」

（青森県りんご商業協同組合連合会）に「海外りんご事情」というコーナーを設けて不定期に寄

稿している。 
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